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【要旨】
　今や世界は「子宮頸がんを過去の病気にする」という世界保健機関（WHO）の提
言どおり、子宮頸がんの撲滅・排除に向けて着実に動き出している。その状況のなか、
先進国では唯一日本だけが取り残され、子宮頸がん罹患率が減少していない。約 9
年続いた HPV ワクチン積極的勧奨の中止期間には、接種を受ける女子が激減しゼ
ロに近い状態になった（1）。だが、ようやく 2022 年 4 月に勧奨が再開され、同時に開
始されたキャッチアップ接種は 2025 年 3 月に部分的終了となっている。また、厚生
労働省が進める「HPV 検査単独法」は、2024 年 4 月からの開始準備が各自治体に
指示されてから 1 年が経過したが、各自治体とも準備に難渋している状態と聞く。
　本稿では、著者がこれまで行ってきた大規模疫学研究のデータを中心に（2 ～ 8）、「積
極的勧奨の中止」による深刻な影響、その状況を打開するために期待される「キャッ
チアップ接種」と「男性接種」の今後について解説する。

【積極的勧奨中止による深刻な影響】
　大規模疫学研究 NIIGATA STUDY では 2014
年（平成 26 年）4 月から 2021 年（令和 3 年）
3 月までに子宮頸がん検診を受診した、20 ～ 21
歳の女性を対象に HPV16/18 型感染率の推移を
解析した（9, 10）（図 1）。研究初年度の 2014 年（平
成 26 年）はワクチン接種率が約 3 割だったが、
2015 年（平成 27 年）～ 2019 年（令和元年）
には 8 割を超える接種率となり、HPV16/18 型
感染率は 2014 年（平成 26 年）の 1.4% から、
2015 年（平成 27 年）～2019 年（令和元年）は0.5%
以下に減少した。その後 2020 年（令和 2 年）は、
勧奨中止の影響でワクチン接種率が 42% に低
下し、HPV16/18 型感染率は再度 1.7% に上昇
した。HPV ワクチンの普及により一旦は低下し
た HPV16/18 型感染率が、積極的勧奨中止の影

響を受け再度上昇に転じていることが明らかに
なった。
　また著者も参画している全国 24 自治体を対
象にした J study では、自治体の協力のもと子
宮頸がん検診結果を集積し、1989 ～ 2000 年
度生まれの 20 歳女性約 1,315 万人の、HPV ワ
クチン接種率と細胞診異常率の相関を解析した

（11）。ワクチン導入前世代（1989 ～ 1993 年度生
まれ）と接種世代（1994 ～ 1999 年度生まれ）、
停止世代（2000 年度生まれ）の細胞診異常率
の推移をみると、積極的勧奨が中止されたワク
チン停止世代では ASC-US 以上の細胞診異常
率が 5.0% に上昇し、ワクチンが導入されなかっ
たとして計算された予測値に近似していること
が分かった。以上のように積極的勧奨中止の影
響で、現実に HPV16/18 型感染率の再上昇が
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みられ、さらに細胞診異常率も上昇していると
いう我が国の懸念すべき状況が明らかになって
いる。

【キャッチアップ接種への期待と課題】
　前述のように積極的勧奨中止により HPV ワク
チンの接種機会を失った世代では、HPV 感染率
が急上昇している。2022 年から救済措置として
キャッチアップ接種が導入され、9 価ワクチン
も公費対象となった。しかし、勧奨中止により
接種機会を失った世代の接種率はキャッチアッ
プ接種を含めても現状 50% 前後で、勧奨中止前
に達成していた 80% を大きく下回っている。欧
米からのリアルワールドデータや臨床試験では、
キャッチアップ接種による子宮頸がんの減少効
果が示されており、キャッチアップ接種制度の
意義を支持する結果として以下の報告がある。
　2020 年に世界で初めて大規模疫学研究にて、
子宮頸部浸潤がんの予防効果を示したのはス
ウェーデンの報告である（12）。10 ～ 30 歳の女
性 167 万人を対象に、少なくとも HPV ワクチ
ンを 1 回接種した女性を接種者として未接種者
と比較した。16 歳以下（定期接種に該当）の
接種では発生率比は 0.12（95% CI 0.00-0.34）
であり、約 88% のリスク低減効果、17 ～ 30 
歳（キャッチアップ接種に該当）の接種でも、

発生率比は 0.47（95%CI 0.27-0.75）と約 53%
のリスク低減効果が得られると報告した（図
2）。
　一方で、キャッチアップ接種に対する懸念
として、接種年齢が高くなるほどその効果が低
下する可能性が指摘されている。デンマークか
らの報告では、17 ～ 30 歳の女性 87 万人を対
象に浸潤子宮頸がんの予防効果を検証した（13）。
その結果、観察期間 1 年では、16 歳以下の定
期接種で接種した場合のがん発生率比は 0.14

（95%CI 0.04-0.53）で 86% の有意な予防効果が
あった一方で、17 ～ 19 歳で接種した場合は 0.32

（95%CI 0.08-1.28）、20 ～ 30 歳で接種した場合
は 1.19（95%CI 0.80-1.79）となり、17 歳以上
の接種では有意差を認めなかった。20 ～ 30 歳
で接種した場合の観察期間を 4 年に延長すると、
がん発生率比は 0.85（95%CI 0.55-1.32）と低
下したが、接種年齢が高くなると効果が弱くな
る可能性が示唆されている（図 3）。

【男性接種への期待と課題】
　現在、主要先進国ではジェンダーニュートラ
ルな HPV ワクチン定期接種プログラムが導入
されている（表 1）。2000 年代から女子を対象
とした定期接種プログラムの導入が進み、2010
～ 2020 年代に男子の定期接種も行われるよう
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図 1　HPVワクチンの接種率とHPV16/18 型感染率の推移
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になっており、現在 9 価ワクチンが対象ワクチ
ンとなっている。キャッチアップ接種プログラ
ムもおおむね整備されており、ワクチン接種が
学校接種となっている国では、ワクチン接種率
が 70 ～ 80% と高くなっている。2025 年 7 月
時点において HPV ワクチン定期接種プログラ
ムを導入している 149 ヶ国中（WHO 加盟国の
77%）（14）、ジェンダーニュートラルな定期接種
プログラムを導入しているのは 82 カ国（定期接
種プログラム導入国の 55%）に拡大している（15）。
　男性への HPV ワクチン接種により期待され
る直接的な効果は、HPV 感染により発症する
可能性のある疾患（尖圭コンジローマ、肛門癌、
陰茎癌、中咽頭癌など）の予防である。13 件の
研究を分析したシステマティック・レビュー（16）

では、7 件の研究が肛門の HPV 関連疾患に対す
る有効性を示しており、前向きコホート研究で
HPV ワクチン接種群は肛門上皮内腫瘍の発生率
および再発リスクの低下を報告している。陰茎
癌では、疾患の希少性と HPV 感染から発症ま
で長期間を要することから、ワクチンの予防効
果に関する疫学データは乏しいが、前癌病変で
ある陰茎上皮内腫瘍について HPV ワクチン接
種により発生率が減少したとする報告がある。
　 米 国 臨 床 腫 瘍 学 会（American Society of 
Clinical Oncology：ASCO）2024 において、
HPV ワクチン接種歴のある男性では、HPV 関
連癌の発症率が低下し（オッズ比 0.46、95%CI 
0.29-0.72、p=0.001）、この知見は主に、頭頸部

癌の有意な減少（オッズ比 0.44、95%CI 0.26-
0.73、p=0.0016）によって引き起こされたと報
告された（17）。本件については論文化が待たれ
るが、HPV ワクチンが口腔咽頭内での HPV 感
染を防ぐことで、実際にがん発症の予防効果を
示すかは臨床試験では明らかにされていない。
米国では子宮頸部や生殖器の病変に対する予防
効果をもとに、中咽頭がんや頭頸部がんの予防
を適応として accelerated approval の形で承認
されている。
　日本で男性の定期接種プログラム組み入れを
目指すにあたり、懸念されることの 1 つとして
費用対効果の問題がある。厚生労働省の専門家
委員会は、HPV ワクチンの有効性や安全性に
異論はなかった一方で、男性の中咽頭・肛門が
んなどを予防する費用対効果では、基準値より
悪い試算が示され、費用対効果に課題があると
の見方を示している。費用対効果は、増分費用
効果比（incremental cost-effectiveness ratio；
ICER）という「既存薬に比べて、新薬により健
康な状態を 1 年獲得するのに必要なコスト」で
評価される。この ICER が 500 万円を下回ると
費用対効果は良好とされるが、男性の肛門がん
や疣贅の予防では約 2 億 3 千万円、中咽頭がん
と陰茎がんを含んでも約 9 千万円と推計された。
この試算では、女性への集団免疫効果が正確に
評価されておらず、女性の接種率が低い現在の
日本のような状況では ICER が良好となる可能
性もある（18, 19）。
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　HPV ワクチンの男性接種は一部の自治体で
接種費用の助成制度が開始され、徐々に広がり
つつあるが、日本全体からみると、まだごく一
部にすぎない。東京都では多くの自治体で助成
制度が導入されている。東京都は HPV ワクチ
ンについて、「男女が接種することで集団免疫
効果が期待できる」とし、男性への HPV ワク
チン接種助成を行った区市町村に対し、その費
用を補助する制度を設けており、自治体側の財
政負担を軽減している。前述した男性接種の導
入国では、「女性のみに HPV 関連疾患を減少
させる責任を課すことは不公平で、その責任は
男性も分担すべきである」「男性も自分自身の
HPV 関連癌予防のためにワクチンの恩恵を受
ける権利がある」との男女公平性の議論が行わ
れた経緯があることを付け加えておきたい。

【おわりに】
　HPV ワクチンの導入により、世界は確実に
子宮頸癌の排除に向かっている。日本では時限
的な措置として行われたキャッチアップ接種の
結果、累積初回接種率はキャッチアップ接種
世代で約 50% まで回復したが（2024 年度末ま
での推計値）、積極的勧奨が中止される前の約
80% にも、WHO が推奨する 90% にも到底及ん
でいない。定期接種率を向上させるための方策
とともに、日本のキャッチアップ接種制度はこ

のまま期間限定でよいのか、欧米のように恒久
的な制度とするのか、キャッチアップ接種制度
の見直しについても議論が必要である。
　さらに、HPV ワクチン接種のデータ管理に関
して大きな問題がある。キャッチアップ接種の
対象女性に対しては、現住所のある自治体から
接種の案内が個別に配布された。その業務で問
題になるのは、日本には国家的データベースが
ないため、対象者が 12 ～ 16 歳当時に定期接種
を行った約 1,700 の自治体がそれぞれ個別に接
種データを管理していることである。中高生の
時に定期接種を受けた女性が、大学進学や就職、
結婚により住所が変わった場合、その女性のワ
クチン接種歴をデータベース検索することがで
きない。HPV ワクチンの接種に関する本人の記
憶が確かであれば、4 回以上の過剰接種を受け
ることはないが、当時中高生であった女子の記
憶が予想以上に曖昧であることは我々の先行研
究で明らかになっている（20）。マイナンバー制度
による国家的データベースの整備は急務である。
　我々は今後も大規模疫学研究を継続し、日本
におけるキャッチアップ接種の有効性検証を中
心に、科学的データを発信し続ける予定である。
加えて、各医療機関、医師会や自治体、できれ
ば教育委員会等とも協力関係を構築し、沖縄の
女性の幸せと健康を守るため、一歩一歩前進を
続けていきたいと考えている。今後ともご支援
ご指導をよろしくお願い申し上げます。

https://immunizationdata.who.int/global/wiise-detail-page/human-papillomavirus-(hpv)-vaccination-coverage 2024年データより作成

表 1　各国のHPVワクチン定期接種プログラム

https://immunizationdata.who.int/global/wiise-detail-page/human-papillomavirus-(hpv)-vaccination-coverage 2024年データより作成
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問題
次の設問 1～ 5に対して、○か×でお答え下さい。

問 1．	�HPV ワクチンの積極的勧奨が中止された
影響で、日本における若年女性の HPV 感
染率が上昇に転じている。

問 2．	�日本における HPV ワクチン定期接種の対
象年齢は 12 ～ 16 歳である。

問 3．	�日本政府による HPV ワクチンの定期接種
は、女性だけでなく男性も対象になった。

問 4．	�日本における HPV ワクチンのキャッチア
ップ接種は、今後も継続が決定している。

問 5．	�日本では、国が管理するデータベースに
より HPV ワクチンの接種歴が一元管理さ
れている。

11 月号（Vol.61）
の正解

口腔、咽頭、喉頭がんに対する
経口腔的手術

問題
次の設問 1～ 5に対して、○か×でお答え下さい。

問 1．	�頭頸部がんは機能温存のために手術よりも放
射線療法が治療の軸となる。

問 2．	�声門がん（喉頭がん）は進行がんで見つかる
ことが多い。

問 3．	�中咽頭がんは HPV との関わりがあり、若い
世代で発症することが多くなった。

問 4．	�下咽頭がんは飲酒、喫煙との関わりが多いが、
口腔がんも同様である。

問 5．	�経口腔的な手術は嚥下障害が起きやすいので
高齢者には勧められない。

正解　1.×　2.×　3.◯　4.◯　5.×

解説

問 1．	�頭頸部がんの治療の軸は手術である。

問 2．	�声門がんは嗄声の症状がでるため、早期がん
で見つかることが多い。

問 3．	�中咽頭がんは HPV との関わりが多く、若い
世代での発症が増えている。

問 4．	�口腔がんも飲酒、喫煙が原因となる。

問 5．	�経口腔的な手術は嚥下障害などの頻度は少な
く、高齢者にも勧めやすい。
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